
（単位：千円）

積立額
（受）

取崩額
（払）

備　考

A B C A+B-C

4,984,508 271,320 320,350 4,935,478
増：計画的な財政運営及び災害等に備えて積立て
減：災害及び財源不足への対応のため取崩し

40億円
歳出の不用額（前年度余
剰金の1/2を積立）

短　 期 ： 減少
中長期 ： 減少

1,890,536 150,172 0 2,040,708
増：地方債償還の財源として積立て
減：なし

地方債残高の状況及び
公債費負担の今後の見
通しに応じた積立規模と
する

歳出の不用額
短　 期 ： 減少
中長期 ： 減少

庁 舎 建 設 基 金 330 0 0 330 増減なし 積立予定なし 運用利息
短　 期 ： 増加
中長期 ： 増加

地 域 振 興 基 金 1,864,150 1,105 250,000 1,615,255
増：基金運用利息収入を積立て
減：地域の連帯強化・地域振興事業のため取崩し

積立予定なし 運用利息
短　 期 ： 減少
中長期 ： 減少

ふるさと輝き基金 333,522 482,721 315,065 501,178
増：ふるさと納税（寄附金）を積立て
減：福祉、教育などの事業のため取崩し

4億円（ふるさと納税見込
額）

ふるさと納税
短　 期 ： 増減なし
中長期 ： 減少

現年度の寄附金を積立て、
翌年度の事業へ活用

チャレンジ基金 38,168 5 2,546 35,627
増：基金運用利息収入を積立て
減：市民等が創意工夫して行う事業への補助のため取崩し

積立予定なし 運用利息
短　 期 ： 減少
中長期 ： 減少

学校教育
　　施設整備基金

190 0 0 190 増減なし 積立予定なし
旧学校施設の賃貸借契
約に係る貸付料

短　 期 ： 減少
中長期 ： 減少

旧学校施設の目的外利用に
伴い発生する国庫補助返還
金相当分を積立て

公共施設解体基金 263,215 157,116 0 420,331
増：公共施設解体等の財源として積立て
減：なし

６億円 過疎対策事業債
短　 期 ： 増加
中長期 ： 減少

平成29年度から令和２年度
まで積立て予定

森林環境
　　譲与税基金

0 4,879 0 4,879
増：森林整備、促進等事業の財源として積立て
減：なし

　― 森林環境譲与税
短　 期 ： 増加
中長期 ： 減少

森林環境譲与税の一部を後
年度の事業費として積立て

小　　　　　　計 2,499,575 645,826 567,611 2,577,790

9,374,619 1,067,318 887,961 9,553,976

723,231 90,159 0 813,390
増：国民健康保険事業の財源として積立て
減：なし

決算状況を踏まえ可能な
範囲で積立て

前年度繰越金、交付金
精算分等

短　 期 ： 増加
中長期 ： 増減なし

237,449 54,939 0 292,388
増：介護保険事業の財源として積立て
減：なし

決算状況を踏まえ可能な
範囲で積立て

前年度繰越金等
短　 期 ： 増減なし
中長期 ： 減少

0 0 0 0 増減なし 積立予定なし なし
短　 期 ： 増減なし
中長期 ： 増減なし

960,680 145,098 0 1,105,778

10,335,299 1,212,416 887,961 10,659,754

積立額
（受）

取崩額
（払）

備　考

A B C A+B-C

土地開発基金 699,107 4,673 0 703,780
増：基金運用収入及び土地貸付収入を積立て
減：なし

　― 基金運用収入
短　 期 ： 増加
中長期 ： 増加

奨学金基金 697,751 15,220 15,309 697,662
増：奨学金返還金を積立て
減：奨学金貸付分を取崩し

８億円以内（条例により） 奨学金返還金
短　 期 ： 減少
中長期 ： 減少

合　　　　　計 1,396,858 19,893 15,309 1,401,442

※ 各年度には、出納整理期間の増減も含まれています（奨学金基金のみ3/31現在の額）。

令和元年度 基金の積立状況等

区　　　分
30年度末
現在高

令和元年度増減額
令和元年度
末現在高 令和元年度増減理由

目標とする
積立規模

積立の方策
（財源）

短期及び中長期の
増減見込み
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 財 政 調 整 基 金

 減  債  基  金

特
定
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　　　　　財政調整基金
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用
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